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答   申 

 

審査請求人（以下「請求人」という。）が提起した生活保護法（以下

「法」という。）の規定に基づく保護申請却下処分に係る審査請求につ

いて、審査庁から諮問があったので、次のとおり答申する。  

 

第１  審査会の結論  

 本件審査請求は、棄却すべきである。  

 

第２  審査請求の趣旨  

本件審査請求の趣旨は、○○福祉事務所長（以下「処分庁」とい

う。）が、生活保護変更通知書（ 以下「本件処分通知書」とい

う。）により請求人に対して行った保護申請却下処分（以下「本

件処分」という。）について、その取消しを求めるものである。  

 

第３  請求人の主張の要旨  

請求人は、おおむね以下のことから、本件処分の違法性又は不当

性を主張している。  

令和４年６月１６日に受講した障害年金講座の講師である社会保

険労務士から「あなたは障害年金受給要件に該当し、その手続き

は○○区役所の年金調査員が責任をもって行う業務である」と回

答された。その回答をもって、○○の職員が同月２７日に事務所

のケースワーカーに連絡をした。  

令和４年７月２７日に○○区の年金調査員と会い、診断書と受診

状況診断書を見せた際、「あなたには受給資格がある」と聞いて

いる。   

 

第４  審理員意見書の結論  

   本件審査請求は理由がないから、行政不服審査法４５条２項の規

定を適用し、棄却すべきである。  

 



2  

第５  調査審議の経過  

審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。  

年  月  日  審  議  経  過  

令和  ５年  ７月  ４日  諮問  

令和  ５年  ８月２５日  審議（第８１回第２部会）  

令和  ５年１０月２０日  審議（第８２回第２部会）  

 

第６  審査会の判断の理由  

   審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した結

果、以下のように判断する。  

１  法令等の定め  

⑴  保護の補足性・基準  

法４条１項は、保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る

資産、能力その他あらゆるものを、その最低限度の生活の維持の

ために活用することを要件として行われるとしている。  

また、法８条１項は、保護は、厚生労働大臣の定める基準（昭

和３８年厚生省告示第１５８号。以下「保護基準」という。）に

より測定した要保護者の需要を基とし、そのうち、その者の金銭

又は物品で満たすことのできない不足分を補う程度において行う

ものとしている。  

⑵  保護の申請  

法２４条１項は、保護の開始を申請する者は、要保護者の氏名

及び住所、保護を受けようとする理由等を記載した申請書を保護

の実施機関に提出しなければならないとし、同条３項及び４項は、

保護の実施機関は、保護の開始の申請があったときは、保護の要

否、種類、程度及び方法を決定し、申請者に対して決定理由を付

した書面をもって、これを通知しなければならないものとしてい

る。  

そして、同条９項は、同条１項から７項までの規定を要保護者

等からの保護の変更の申請について準用するものとしている。  

⑶  職権による保護の変更    

法２５条２項は、保護の実施機関は、常に、被保護者の生活状
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態を調査し、保護の変更を必要とすると認めるときは、速やか

に、職権をもってその決定を行い、決定の理由を付した書面をも

って、これを被保護者に通知しなければならないとしている。  

⑷  障害者加算  

保護基準は、別表第１生活扶助基準の中に、各種加算を位置付

けており、その１つに障害者加算を挙げている（別表第１・第２

章・２）。   

「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和３８年４

月１日付社発第２４６号厚生省社会局長通知。以下「局長通知」

という。）第７・２・⑵・エ・ (ｱ)は、障害の程度の判定は、原則

として身体障害者手帳、国民年金証書、特別児童扶養手当証書又

は福祉手当認定通知書により行うこととしている。   

また、同・ (ｲ)は、これらを所持していないものについては、

障害の程度の判定は、保護の実施機関の指定する医師の診断書そ

の他「障害の程度が確認できる書類」に基づき行うこととしてい

る。   

そして、「生活保護法による保護の実施要領の取扱いについて」

（昭和３８年４月１日付社保第３４号厚生省社会局保護課長通知。

以下「課長通知」という。）第７・問６５は、この「障害の程度

が確認できる書類」には、精神障害者保健福祉手帳が含まれるも

のとして解して差し支えないかとの問いに対し、精神障害者保健

福祉手帳の交付年月日又は更新年月日が障害の原因となった傷病

について初めて医師の診察を受けた後１年６月を経過している場

合に限り、同手帳が含まれるものと解して差し支えないとする。

この場合において、同手帳の１級に該当する障害は、国民年金法

施行令別表に定める１級の障害と、同手帳の２級に該当する障害

は同別表に定める２級の障害とそれぞれ認定するものとする。   

なお、保護基準は、生活扶助等の基準額を定めるに当たり、地

域ごとの級地区分を定めており、○○区は、級地区分において

「１級地－１」に該当する地域であるとされ（保護基準別表第９

・１・⑴）、同地域における障害者加算額（国民年金法施行令別

表に定める２級の障害、居宅）は、１７，８７０円とされている
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（同別表第１・第２章・２・⑵）。   

２  本件処分についての検討  

これを本件についてみると、処分庁は、本件診断書写し及び判定

基準写しを添付した本件申請に対し、障害の等級が分かる書類が

なく、障害者加算に係る障害の程度を判定できないとして、本件

申請を却下したことが認められる（本件処分）。  

障害者加算については、障害の程度の判定は、身体障害者手帳等

を所持していないものについては、保護の実施機関の指定する医

師の診断書その他「障害の程度が確認できる書類」に基づき行う

こととされ、この「障害の程度が確認できる書類」には、精神障

害者保健福祉手帳が含まれると解して差し支えないとされている

が（上記１・⑷）、被保護者自ら取得した診断書は、「障害の程度

が確認できる書類」に含まれるものとして挙げられていない。  

そうすると、処分庁が、本件診断書写し等を添付した本件申請に

対し、障害者加算に係る障害の程度を判定できないとして却下し

た判断は、上記１の法令等の定めに則って適正に行われたものと

いうことができ、違法又は不当な点は認められない。  

３  請求人の主張についての検討  

請求人は、第３のとおり主張し、本件処分の取消しを求めている。  

しかし、本件処分が法令等の定めに則って適正に行われたものと

認められることは上記２で述べたとおりであるから、請求人の主

張には理由がない。  

４  請求人の主張以外の違法性又は不当性についての検討  

その他、本件処分に違法又は不当な点は認められない。  

 

以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や法

令解釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適正に

行われているものと判断する。  

よって、「第１  審査会の結論」のとおり判断する。  

 

（答申を行った委員の氏名）  

後藤眞理子、山口卓男、山本未来  


